
建
設

中
高

速
道

路
の

取
扱

判
断

基
準

（
案

）

本
基

準
（
案

）
は

、

第
２

回
集

中
審

議
（
８

月
２

２
・
２

３
日

）
、

第
１

８
回

（
９

月
１

３
日

）
委

員
会

、

第
２

６
回

（
１

０
月

２
９

日
）
委

員
会

に

提
出

さ
れ

た
資

料
を

基
に

取
り

ま
と

め
た

も
の

で
あ

り
、

最
終

意
見

と
一

部
異

な
る

部
分

が
あ

る
。

参考資料５－２



Ｎ
Ｏ

Ｎ
Ｏ

Ｙ
Ｅ

Ｓ
（
B

-
C

'≧
０

）

建
設

中
高

速
道

路
の

取
扱

判
断

基
準

（
イ

メ
ー

ジ
）

対
象

路
線

社
会

的
余

剰
≧

０
（
Ｂ

－
Ｃ

’
≧

０
）

※
進

捗
状

況
を

考
慮

計
画

見
直

し

供
給

者
余

剰
≧

０
（
Ｒ

－
Ｃ

≧
０

）

Ｎ
Ｏ

（
B

-
C

’
＜

０
）

ST
EP

1
ST

EP
1

ST
EP

2
ST

EP
2 有

料
道

路
事

業
に

よ
る

整
備

の
可

否
（
投

資
限

度
額

比
率

≧
０

）

客
観

的
な

指
標

に
よ

る
基

準
に

よ
り

、
優

先
順

位
を

決
定

（
指

標
：　

事
業

効
率

、
採

算
性

、
そ

の
他

外
部

効
果

）

Ｎ
Ｏ

（
R

-C
＜

０
）

Ｙ
Ｅ

Ｓ

優
先

順
位

下
位

ST
EP

3
ST

EP
3

ST
EP

4
ST

EP
4

外
生

的
な

条
件

（
最

大
投

資
限

度
額

○
兆

円
等

）

に
よ

り
上

位
箇

所
を

選
別

ST
EP

5
ST

EP
5

Ｙ
Ｅ

Ｓ
（
R

-C
≧

０
）

投
資

限
度

額
の

算
定

前
提

条
件

：
交
通
量
の
見
込
み

金
利
の
見
込
み

５
０
年
以
内
の
返
済

コ
ス
ト
縮
減

…

注
）
Ｂ

:便
益

、
Ｃ

：
費

用
（
事

業
費

＋
維

持
管

理
費

）
、

Ｒ
：
収

入

新
会

社
が

実
施

優
先

順
位

上
位

国
等

が
実

施

管
理

費
を

賄
え

る
か

管
理

費
を

賄
え

る
か

事
業

を
継

続
す

る
か

否
か

事
業

を
継

続
す

る
か

否
か

他
か

ら
の

支
援

な
く

有
料

道
路

事
業

が
成

立
す

る
か

他
か

ら
の

支
援

な
く

有
料

道
路

事
業

が
成

立
す

る
か

事
業
主
体
と
の
調
整

新
会
社
が

国
と

対
等

な
立

場
で

協
議

し
、

契
約

ST
EP

6
ST

EP
6

（
参

考
）



Ｓ
Ｔ

Ｅ
Ｐ

０
：
　

便
益

（
Ｂ

）
、

費
用

（
Ｃ

（
又

は
Ｃ

’
）
）
、

収
入

（
Ｒ

）
の

算
定

手
法

（
案

）

①
新

し
い

将
来

交
通

量
需

要
予

測

②
コ

ス
ト

削
減

　
　

○
建

設
コ

ス
ト

　
　

○
管

理
コ

ス
ト

前
提

条
件

の
見

直
し

前
提

条
件

の
見

直
し

便
益

（
Ｂ

）
の

算
定

費
用

（
Ｃ

（
又

は
Ｃ

’
）
）
の

算
定

収
入

（
Ｒ

）
の

算
定

※
費

用
便

益
分

析
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
案

）
（
平

成
１

０
年

６
月

２
６

日
付

け
建

設
省

都
街

発
第

４
６

号
、

建
設

省
道

経
発

第
１

４
号

）
に

よ
る

。

○
当

該
路

線
及

び
周

辺
道

路
利

用
者

が
享

受
す

る
便

益
を

算
定

。

　
　

（
供

用
後

一
定

期
間

の
総

額
を

現
在

価
値

化
し

た
も

の
）

　
・
具

体
的

に
は

、
当

該
路

線
を

整
備

し
た

場
合

と
整

備
し

な
い

場
合

の
次

の
便

益
総

計
の

差
と

し
て

算
出

　
　

　
①

走
行

時
間

短
縮

便
益

　
　

　
②

走
行

経
費

減
少

便
益

　
　

　
③

交
通

事
故

減
少

便
益

※
費

用
便

益
分

析
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
案

）
（
平

成
１

０
年

６
月

２
６

日
付

け
建

設
省

都
街

発
第

４
６

号
、

建
設

省
道

経
発

第
１

４
号

）
に

よ
る

。

○
当

該
路

線
の

事
業

費
（
又

は
残

事
業

費
）
及

び
維

持
管

理
費

の
合

計
。

　
　

（
供

用
後

一
定

期
間

の
総

額
を

現
在

価
値

化
し

た
も

の
）

注
：
　

Ｃ
は

事
業

費
及

び
維

持
管

理
費

、
Ｃ

’
は

残
事

業
費

及
び

維
持

管
理

費

○
当

該
路

線
の

料
金

収
入

の
合

計
。

　
　

（
供

用
後

一
定

期
間

の
総

額
を

現
在

価
値

化
し

た
も

の
）



　
Ｓ

Ｔ
Ｅ

Ｐ
１

：
　

「
事

業
を

継
続

す
る

か
否

か
」
を

判
断

　
Ｓ

Ｔ
Ｅ

Ｐ
２

：
　

「
他

か
ら

の
支

援
な

く
有

料
道

路
事

業
が

成
立

す
る

か
」
を

判
断

○
社

会
的

余
剰

＝
Ｂ

－
Ｃ

’
（
進

捗
状

況
を

考
慮

）
　

≧
０

の
場

合
は

、
事

業
を

継
続

す
る

。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
⇒

｢Ｓ
Ｔ

Ｅ
Ｐ

－
２

｣
へ

進
む

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
＜

０
の

場
合

は
、

計
画

を
見

直
す

。

○
供

給
者

余
剰

＝
Ｒ

－
Ｃ

　
≧

０
の

場
合

は
、

事
業

費
、

管
理

費
と

も
全

て
料

金
に

よ
り

賄
え

る
も

の
と

判
断

。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

⇒
｢Ｓ

Ｔ
Ｅ

Ｐ
－

６
｣

へ
進

む

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
＜

０
の

場
合

は
、

一
部

他
か

ら
の

支
援

が
必

要
な

も
の

と
判

断
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

⇒
｢Ｓ

Ｔ
Ｅ

Ｐ
－

３
｣

へ
進

む

※
注

：　
Ｂ

、
Ｃ

、
Ｃ

’
、

Ｒ
は

、
｢Ｓ

Ｔ
Ｅ

Ｐ
０

｣を
参

照
｡



便
益

（
B

)

維
持

管
理

費
（
C

2
)

建
設

費
（
C

1
)

建
設

に
伴

う
収

入
増

（
R

)

一
定

期
間

費
用

C
=
建

設
費

C
1
+
維

持
管

理
費

C
2

評
価

基
準

年 残
事

業
費

（
C

1
')

○
投

資
限

度
額

比
率

：
　

　
（

Ｒ
－

Ｃ
2
 ）

／
Ｃ

1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

＝
投

資
資

金
回

収
見

込
額

／
施

設
整

備
投

資
額

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
＝

（
料

金
収

入
（
一

定
期

間
分

）
－

維
持

管
理

費
（
一

定
期

間
分

）
）
／

建
設

費

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
＝

道
路

建
設

に
１

０
０

投
資

し
、

そ
れ

を
一

定
期

間
運

営
し

た
場

合
に

、
回

収
可

能
と

見
込

ま
れ

る
投

資
資

金
額

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
評

価
基

準
年

を
設

定
し

た
上

で
、

現
在

価
値

化
）

　
Ｓ

Ｔ
Ｅ

Ｐ
３

：
　

「
有

料
道

路
事

業
に

よ
る

整
備

の
可

否
（
管

理
費

を
賄

え
る

か
）
」
を

判
断

○
投

資
限

度
額

比
率

＝
（
Ｒ

－
Ｃ

２
）
／

Ｃ
１
　

≧
０

の
場

合
は

、
有

料
道

路
事

業
制

度
の

活
用

を
検

討
す

る
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

⇒
「
Ｓ

Ｔ
Ｅ

Ｐ
－

４
」

へ
進

む
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

＜
０

の
場

合
は

、
有

料
道

路
事

業
制

度
は

活
用

し
な

い
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

⇒
「
国

等
が

実
施

」
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

＜
＜

投
資

限
度

額
比

率
と

は
＞

＞

供
用



　
Ｓ

Ｔ
Ｅ

Ｐ
４

：
　

客
観

的
な

指
標

に
よ

る
基

準
に

よ
り

、
優

先
順

位
を

決
定

大
項

目
中

項
目

評
価

項
目

例

事
業

効
率

採
算

性

そ
の

他
外

部
効

果
広

域
的

な
効

果

住
民

生
活

や
安

全
へ

の
効

果

地
域

経
済

へ
の

効
果

新
幹

線
、

空
港

等
幹

線
交

通
網

へ
の

利
便

性
が

高
ま

る

物
流

拠
点

へ
の

ア
ク

セ
ス

が
容

易
に

な
り

、
産

業
立

地
を

振
興

す
る

並
行

道
路

で
冬

季
交

通
障

害
や

異
常

気
象

時
に

通
行

規
制

さ
れ

る
区

間
が

あ
る

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
Ｘ

３

高
度

な
医

療
施

設
ま

で
の

搬
送

時
間

が
短

縮
さ

れ
る

高
速

バ
ス

等
長

距
離

自
動

車
交

通
の

利
便

性
が

高
ま

る

拠
点

都
市

間
を

連
絡

し
、

相
互

の
連

携
が

可
能

に
な

る

並
行

道
路

が
通

行
止

に
な

っ
た

場
合

の
迂

回
路

が
長

大
で

あ
る

沿
道

に
既

に
工

業
団

地
等

の
計

画
が

あ
る

、
ま

た
は

存
在

す
る

複
数

の
主

要
観

光
地

を
連

絡
し

、
広

域
的

な
観

光
産

業
の

発
展

に
貢

献
す

る

建
設

コ
ス

ト
の

回
収

投
資

効
率

残
事

業
費

に
対

す
る

費
用

便
益

比
（
Ｂ

／
残

事
業

費
）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

Ｘ
１

投
資

限
度

額
比

率
（
建

設
費

の
う

ち
有

料
道

路
事

業
に

よ
っ

て
賄

え
る

割
合

）
　

　
　

　
　

　
　

Ｘ
２

評
点

（
偏

差
値

）

総
合

評
価

点
＝

α
X

１
＋

β
X

２
＋

γ
X

３

（
参

考
１

を
参

照
）

（
参

考
２

を
参

照
）

（
参

考
３

を
参

照
）

※
　

α
,β

,γ
は

、
重

み
（
た

だ
し

、
α

＋
β

＋
γ

＝
１

）
。

　
　

重
み

は
、

判
定

者
の

判
断

に
よ

り
、

予
め

決
定

。

（
※

進
捗
状

況
を

考
慮

）

○
路

線
（
区

間
）
毎

に
、

事
業

効
率

､採
算

性
､そ

の
他

外
部

効
果

（
下

記
）
に

つ
い

て
、

参
考

１
～

３
に

基
づ

き
、

評
点

を
算

出
。

○
評

価
項

目
毎

に
､全

路
線

（
区

間
）
の

中
で

の
相

対
的

な
値

（
偏

差
値

）
を

算
出

し
た

上
で

、
予

め
決

定
し

た
重

み
を

乗
じ

て
、

　
　

　
総

合
評

価
点

を
算

出
。

○
路

線
（
区

間
）
毎

の
総

合
評

価
点

に
よ

り
、

優
先

順
位

を
決

定
。

＜
＜

優
先

順
位

を
決

定
す

る
た

め
の

評
価

項
目

＞
＞



便
益

（
B

)

維
持

管
理

費
（
C

2
)

建
設

費
（
C

1
)

建
設

に
伴

う
収

入
増

（
R

)

一
定

期
間

費
用

C
=
建

設
費

C
1
+
維

持
管

理
費

C
2

評
価

基
準

年 残
事

業
費

（
C

1
')

○
残

事
業

費
に

対
す

る
費

用
便

益
比

：
　

　
Ｂ

／
（
Ｃ

1
’
＋

Ｃ
2
 ）

　
　

　
　

　
評

価
基

準
年

以
降

の
投

資
全

体
の

効
率

性
を

表
す

　
　

（
参

考
１

）
　

事
業

効
率

を
表

す
指

標
：
　

残
事

業
費

に
対

す
る

費
用

便
益

比

供
用



○
投

資
限

度
額

比
率

：
　

　
（

Ｒ
－

Ｃ
2
 ）

／
Ｃ

1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

＝
投

資
資

金
回

収
見

込
額

／
施

設
整

備
投

資
額

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
＝

（
料

金
収

入
（
一

定
期

間
分

）
－

維
持

管
理

費
（
一

定
期

間
分

）
）
／

建
設

費

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
＝

道
路

建
設

に
１

０
０

投
資

し
、

そ
れ

を
一

定
期

間
運

営
し

た
場

合
に

、
回

収
可

能
と

見
込

ま
れ

る
投

資
資

金
額

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
評

価
基

準
年

を
設

定
し

た
上

で
、

現
在

価
値

化
）便

益
（
B

)

維
持

管
理

費
（
C

2
)

建
設

費
（
C

1
)

建
設

に
伴

う
収

入
増

（
R

)

一
定

期
間

費
用

C
=
建

設
費

C
1
+
維

持
管

理
費

C
2

評
価

基
準

年 残
事

業
費

（
C

1
')

　
　

（
参

考
２

）
　

採
算

性
を

表
す

指
標

：
　

投
資

限
度

額
比

率

供
用



①
拠

点
都

市
間

を
連

絡
し

、
相

互
の

連
携

が
可

能
に

な
る

①
当

該
区

間
の

整
備

に
よ

り
、

連
結

さ
れ

る
拠

点
都

市
人

口
：

X
1-

1（
万

人
）
、

X
1-

２
（
万

人
）

②
対

象
拠

点
都

市
間

の
距

離
：
D

、
そ

の
う

ち
未

開
通

区
間

の
距

離
：
Δ

D
　

　
　

　
　

評
点

＝
（

X
1-

1×
X

1-
２
）
/D

×
（
１

－
Δ

D
/D

）

②
新

幹
線

、
空

港
等

幹
線

交
通

網
へ

の
利

便
性

が
高

ま
る

①
新

た
に

新
幹

線
駅

に
６

０
分

以
内

で
ア

ク
セ

ス
可

能
と

な
る

人
口

：
X

２
-1
（
万

人
）

②
新

た
に

空
港

に
９

０
分

以
内

で
ア

ク
セ

ス
可

能
と

な
る

人
口

：
X

２
-２

（
万

人
）

　
　

　
　

　
評

点
＝

　
X

２
-1
＋

X
２

-２

③
高

速
バ

ス
等

長
距

離
自

動
車

交
通

の
利

便
性

が
高

ま
る

①
並

行
す

る
道

路
を

利
用

す
る

中
長

距
離

都
市

間
バ

ス
の

便
数

：
X

３
-1

 （
本

）

　
　

　
　

　
評

点
＝

　
X

３
-1

広 域 的 な 効 果

⇒
こ

れ
ら

９
項

目
に

つ
い

て
「
評

点
」
の

偏
差

値
の

平
均

点
を

算
出

し
、

「
そ

の
他

外
部

効
果

」
の

評
点

と
す

る
（
各

指
標

の
評

点
を

直
接

足
し

合
わ

せ
る

こ
と

が
で

き
な

い
の

で
、

一
旦

、
各

指
標

毎
に

偏
差

値
と

い
う

相
対

的
な

値
に

し
た

上
で

、
そ

の
平

均
を

と
る

。
）

④
高

度
な

医
療

施
設

ま
で

の
搬

送
時

間
が

短
縮

さ
れ

る

①
新

た
に

３
次

医
療

施
設

に
６

０
分

以
内

に
ア

ク
セ

ス
可

能
と

な
る

人
口

の
割

合
注

1 ：
X

４
-1
（
％

）

②
新

た
に

救
急

車
に

よ
る

３
０

分
以

内
の

搬
送

が
可

能
に

な
る

人
口

の
割

合
：

X
４

-２
（
％

）

　
　

　
　

　
評

点
＝

　
X

４
-1
＋

X
４

-２

⑤
並

行
道

路
で

冬
季

交
通

障
害

や
異

常
気

象
時

に
通

行
規

制
さ

れ
る

区
間

が
あ

る

①
冬

季
交

通
障

害
等

に
よ

り
目

的
地

に
到

達
で

き
な

い
総

時
間

：
X

５
-1
（
時

間
／

年
）

　
　

　
　

　
評

点
＝

　
X

５
-1

⑥
並

行
道

路
が

通
行

止
に

な
っ

た
場

合
の

迂
回

路
が

長
大

で
あ

る

①
並

行
道

路
と

次
に

距
離

の
短

い
迂

回
路

の
距

離
の

差
：

X
６

－
１
（
ｋ
ｍ

）

　
　

　
　

　
評

点
＝

　
X

６
-1

住 民 生 活 や

安 全 へ の 効 果

⑦
物

流
拠

点
へ

の
ア

ク
セ

ス
が

容
易

に
な

り
、

産
業

立
地

を
振

興
す

る

①
12

m
以

上
の

バ
ー

ス
の

あ
る

港
湾

へ
，

新
た

に
90

分
以

内
に

到
達

で
き

る
地

域
の

　
　

製
造

品
出

荷
額

：
X

７
-1
（
億

円
）

　
　

　
　

　
評

点
＝

　
X

７
-1

⑨
沿

道
に

既
に

工
業

団
地

等
の

計
画

が
あ

る
、

ま
た

は
存

在
す

る

①
高

速
道

路
I．

C
．

か
ら

30
分

以
内

で
到

達
で

き
る

工
業

団
地

等
の

面
積

：
X

９
-1
（
ha

）

　
　

　
　

　
評

点
＝

　
X

９
-1

⑧
複

数
の

主
要

観
光

地
を

連
絡

し
、

広
域

的
な

観
光

産
業

の
発

展
に

貢
献

す
る

①
高

速
道

路
I．

C
．

か
ら

60
分

以
内

で
到

達
で

き
る

観
光

地
の

年
間

の
入

り
込

み
客

数
：

X
８

-1
（
万

人
）

　
　

　
　

　
評

点
＝

　
X

８
-1

地 域 経 済 へ の 効 果

○
こ

れ
ら

の
指

標
に

よ
り

、
「
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
が

完
成

す
る

こ
と

に
よ

る
効

果
」
等

に
つ

い
て

定
量

評
価

が
可

能

評
点

＝
（

X
1-

1×
X

1-
２
）
/D

×
（
１

－
Δ

D
/D

）

注
1
：
新
た
に
6
0
分
で
ア
ク
セ
ス
可
能
と
な
る
人
口
／
整
備
前
の
6
0
分
ア
ク
セ
ス
圏
の
人
口

　
　

（
参

考
３

）
　

「
そ

の
他

外
部

効
果

」
の

定
量

化
手

法
（
イ

メ
ー

ジ
）

※
　

こ
こ

に
示

す
指

標
は

、
例

示
で

あ
り

、
今

後
の

調
査

研
究

成
果

の
蓄

積
を

踏
ま

え
、

　
　

適
切

な
評

価
が

可
能

と
な

る
よ

う
見

直
し

て
い

く
こ

と
が

必
要

。



　
Ｓ

Ｔ
Ｅ

Ｐ
５

：
　

外
生

的
な

条
件

に
よ

り
上

位
箇

所
を

選
別

（
判

断
手

法
（
イ

メ
ー

ジ
）
）

・・・・・４
５

４
７

４
６

４
８

５
１

５
２

５
１

５
５

５
７

５
４

５
９

６
３

６
０

６
６

６
３

６
８

７
１

①
事

業
効

率

評
価

項
目

（
偏

差
値

に
よ

る
評

価
）

・
・

４
９

５
０

４
９

Ｏ
Ｐ

　
～

　
Ｏ

Ｑ
Ｏ

自
動

車
道

・
・

５
０

４
７

５
２

Ｊ
Ｋ

　
～

　
Ｊ
Ｌ

Ｊ
自

動
車

道

・
・

５
１

５
０

５
１

Ｅ
Ｆ

　
～

　
Ｅ

Ｇ
Ｅ

自
動

車
道

・
・

・
・

・
・

・

・
・

・
・

・
・

・

・
・

・
・

・
・

・

・
・

・
・

・
・

・

・
・

・
・

・
・

・

・
・

４
４

４
０

４
７

Ｃ
Ｄ

　
～

　
Ｃ

Ｅ
Ｃ

自
動

車
道

・
・

４
７

５
１

４
３

Ｔ
Ｕ

　
～

　
Ｔ

Ｖ
Ｔ

自
動

車
道

・
・

４
８

５
８

４
０

Ｘ
Ｙ

　
～

　
Ｘ

Ｚ
Ｘ

自
動

車
道

・
・

５
２

６
０

４
５

Ｓ
Ｔ

　
～

　
Ｓ

Ｕ
Ｓ

自
動

車
道

◆
★

★
★

５
４

５
８

４
９

Ｕ
Ｖ

　
～

　
Ｕ

Ｗ
Ｕ

自
動

車
道

▲
◆

◆
◆

５
６

５
３

５
８

Ｌ
Ｍ

　
～

　
Ｌ

Ｎ
Ｌ

自
動

車
道

○
兆

円
▲

▲
５

７
６

４
５

３
ＩＪ

　
～

　
ＩＫ

Ｉ
自

動
車

道

☆
●

▽
☆

◇
▽

□
◇

△
□

×
△

×
×

累
　

計

（
億

円
）

●
●

☆
☆

▽
▽

◇
◇

□
□

△
△

×
×

残
事

業
費

（
億

円
）

５
８

６
０

６
１

６
５

６
７

６
８

７
０

総
合

評
価

点
※

④

５
８

５
７

６
４

６
６

７
１

６
６

７
０

③
そ

の
他

　
　

　
外

部
効

果

５
７

６
０

５
９

６
３

６
７

７
０

６
９

②
採

算
性

Ｙ
Ｚ

　
～

　
Ｙ

Ａ

Ｇ
Ｈ

　
～

　
Ｇ

Ｉ

Ａ
Ｂ

　
～

　
Ａ

Ｃ

Ｆ
Ｇ

　
～

　
Ｆ

Ｈ

Ｄ
Ｅ

　
～

　
Ｄ

Ｆ

Ｍ
Ｎ

　
～

　
Ｍ

Ｏ

Ｂ
Ｃ

　
～

　
Ｂ

Ｄ

区
間

（
実

施
計

画
区

間
）

Ｙ
自

動
車

道

Ｇ
自

動
車

道

Ａ
自

動
車

道

Ｆ
自

動
車

道

Ｄ
自

動
車

道

Ｍ
自

動
車

道

Ｂ
自

動
車

道

路
線

名

投
資

限
度

額

○
兆

円

委
員

会
の

意
見

前
提

条
件

：

交
通

量
の

見
込

み
金

利
の

見
込

み
５

０
年

以
内

の
返

済
コ

ス
ト

縮
減 ・ ・ ・

※
④
＝
α
×
①
＋
β
×
②
＋

γ
×

③

　
（
こ
の
例
で
は
、
α
＝
β

＝
γ

＝
１

／
３

）



偏
差

値
：
　

4
0

　
　

　
注

：
括

弧
内

は
偏

差
値

を
表

す
　

　
　

　
　

　
（
「
そ

の
他

外
部

効
果

」
の

具
体

的
な

定
量

化
手

法
計

算
イ

メ
ー

ジ
は

次
項

）

大
項

目
中

項
目

評
価

項
目

例

①
事

業
効

率

②
採

算
性

③
そ

の
他

外
部

効
果

広
域

的
な

効
果

住
民

生
活

や
安

全
へ

の
効

果

地
域

経
済

へ
の

効
果

新
幹

線
、

空
港

等
幹

線
交

通
網

へ
の

利
便

性
が

高
ま

る
　

（3
0）

物
流

拠
点

へ
の

ア
ク

セ
ス

が
容

易
に

な
り

、
産

業
立

地
を

振
興

す
る

　
（3

7）

並
行

道
路

で
冬

季
交

通
障

害
や

異
常

気
象

時
に

通
行

規
制

さ
れ

る
区

間
が

あ
る

　
（8

0）

高
度

な
医

療
施

設
ま

で
の

搬
送

時
間

が
短

縮
さ

れ
る

　
（

60
）

高
速

バ
ス

等
長

距
離

自
動

車
交

通
の

利
便

性
が

高
ま

る
　

（6
6）

拠
点

都
市

間
を

連
絡

し
、

相
互

の
連

携
が

可
能

に
な

る
　

（6
7）

並
行

道
路

が
通

行
止

に
な

っ
た

場
合

の
迂

回
路

が
長

大
で

あ
る

　
（7

0）

沿
道

に
既

に
工

業
団

地
等

の
計

画
が

あ
る

、
ま

た
は

存
在

す
る

　
（3

8）

複
数

の
主

要
観

光
地

を
連

絡
し

、
広

域
的

な
観

光
産

業
の

発
展

に
貢

献
す

る
　

（7
6）

建
設

コ
ス

ト
の

回
収

投
資

効
率

残
事

業
費

に
対

す
る

費
用

便
益

比
（
Ｂ

／
残

事
業

費
）

投
資

限
度

額
比

率
（
建

設
費

の
う

ち
有

料
道

路
事

業
に

よ
っ

て
賄

え
る

割
合

）
　

（
母

集
団

平
均

1
.7

，
標

準
偏

差
0
.5

　
と

仮
定

）

（
母

集
団

平
均

0
.5

，
標

準
偏

差
0
.3

　
と

仮
定

）

偏
差

値
：
　

4
6

（
54

)

（
70

）

（
50

）

当
該

路
線

の
総

合
評

価
点

４
８

＝
1
/
3
＊

4
6
+
1
/
3
＊

4
0
+
1
/
3
＊

5
8

1
.5

0
.2

偏
差

値
：
　

5
8

残
事
業
費

に
対
す
る

費
用
便

益
比

投
資
限
度

額
比
率

（
別

添
）
　

路
線

（
区

間
）
毎

の
総

合
評

価
点

の
試

算
例

・
・
・
・
地

方
部

閑
散

路
線

を
例

と
し

た
　

評
価

計
算

イ
メ

ー
ジ

・
・
・
・

※
こ

の
例
で

は
、

α
＝

β
＝

γ
＝

１
／

３



 

「その他外部効果」定量化手法計算イメージ 
例：Ⅹ自動車道 Ａ I.C. ～ Ｂ I.C. 間 60 km 

 
 

 

（１）拠点都市間を連絡し，相互の連携が可能になる 

１）当該区間の整備により，連結される拠点都市人口：X1-1，X1-2（万人） 

 Ｃ市：X1-1＝130 万人 
Ｄ市：X1-2＝20 万人 

２）対象拠点都市間の距離：D，そのうち未開通区間の距離：ΔD 

評価指標 

 Ｃ  I.C. ～ Ｄ I.C.      ：D＝120 km 
Ａ  I.C. ～ Ｂ I.C.      ：ΔD＝60 km 

評点 偏差値 
(X1-1×X1-2)/D×(1-ΔD/D) 
＝10.8（万人×万人/km） 

67 
（母集団 平均 7.5，標準偏差 2 と仮定） 

（２）新幹線，空港等幹線交通網への利便性が高まる 

１）新たに新幹線に 60 分以内でアクセス可能となる人口：X2-1（万人） 

 対象新幹線なし 

２）新たに空港に 90 分以内でアクセス可能となる人口：X2-2（万人） 

評価指標 

 Ｃ 空港：0.2 万人 
Ｄ 空港：なし 

評点 偏差値 
X2-1+X2-2 
＝0.2（万人） 

30 
（母集団 平均 30 万人，標準偏差 15 万人と仮定） 

（３）高速バス等長距離自動車交通の利便性が高まる 

１）並行する道路を利用する中長距離都市間バスの便数：X3-1（本） 評価指標 

 Ｃ市～Ｄ市：10 本，Ｃ市～Ｅ市：4 本，Ｃ市～Ｆ市：4 本 

評点 偏差値 
X3-1 
＝18（本） 

66 
（母集団 平均 10 本，標準偏差 5 本と仮定） 



 

 

注：新たに 60 分でアクセス可能となる人口／整備前の 60 分アクセス圏の人口 

 

 
 

（４）高度な医療施設までの搬送時間が短縮される 

１）新たに 3 次医療施設に 60 分以内にアクセス可能となる人口の割合注 
：X4-1（％） 

 Ｃ市まで：なし 
Ｄ市まで：1.5% 

２）新たに救急車による 30 分以内の搬送が可能となる人口の割合 
：X4-2（％） 

評価指標 

 なし 
評点 偏差値 
X4-1+X4-2 
＝1.5（％） 

60 
（母集団 平均 1%，標準偏差 0.5%と仮定） 

（６）並行道路が通行止めになった場合の迂回路が長大である 

１）並行道路と次に距離の短い迂回路の距離の差：X6-1（km） 評価指標 

 Ｃ市～Ｄ市 
最短ルート     200 km 
迂回ルート１   250 km 
迂回ルート２  300 km 

評点 偏差値 
X6-1 
＝50（km） 

70 
（母集団 平均 20km，標準偏差 15km と仮定） 

（５）並行道路で冬季交通障害や異常気象時に通行規制される区間がある 

１）冬季交通障害等により目的地に到達できない総時間：X5-1（時間/年） 評価指標 

 G 地点～H 地点 30km；雪崩および土砂崩落 
20 時間／年 

評点 偏差値 
X5-1 
＝20（時間） 

80 
（母集団 平均 5 時間，標準偏差 5 時間と仮定） 



 

 

 
 
 

 
 
 

（８）複数の主要観光地を連絡し，広域的な観光産業の発展に貢献する 

１）高速道路 I.C.から 60 分以内で到達できる観光地の年間の入り込み客数 
：X8-1（万人） 

評価指標 

 Ｊ  I.C.  ：350 万人 
Ｋ  I.C.  ：800 万人 
Ｌ  I.C. ：500 万人 

評点 偏差値 
X8-1 
＝1,650（万人） 

76 
（母集団 平均 600 万人，標準偏差 400 万人と仮定） 

（９）沿線に既に工業団地等の計画がある，または存在する 

１）高速道路 I.C.から 30 分以内で到達できる工業団地等の面積：X9-1（ha） 評価指標 

 
Ｋ  I.C.  ：15 ha 
Ｌ  I.C. ：10 ha 

評点 偏差値 
X9-1 
＝25（ha） 

38 
（母集団 平均 50ha，標準偏差 20ha と仮定） 

（７）物流拠点へのアクセスが容易になり，産業立地を振興する 

１）12m 以上のバースのある港湾へ，新たに 90 分以内に到達できる地域の 
製造品出荷額：X7-1（億円） 

評価指標 

 Ｉ港 
Ｊ市：100 億円 

評点 偏差値 
X7-1 
＝100（億円） 

37 
（母集団 平均 500 億円，標準偏差 300 億円と仮定） 


